

















































































月18日の「男女同権法」(Gesetz u?ber die Gleichberechtigung von Mann und
 































































































Schutz vor Gewalttaten und Nachstellungen,BGBl.2000Ⅰ,S.3513）が制定
された。同法の取扱いと同調させるために、2002年４月９日の「子の権利













































































































(13) BT-Drucks.14/1247, S. 8.これに対して、おむつ換えのため赤ん坊を抑えて
いるとか、赤信号の間子を抑えているといった行為は、罰ではなく、相当性を有す
る限りは禁止の対象とならない。















egelung zur Achtung der Gewalt in der Erziehung,FamRZ 2001,S.799.）






























（Bussmann,Verbot familialer Gewalt gegen Kinder―Zur Einfuhrung rechtli-







(17) Rotax,Kinder und hausliche Gewalt―Voraussetzungen gerichtlichen Ein-































と構成する草案の文言に反対した（Heger＝Schonburg,Das Gesetz zur Achtung
 
























































































































(29) Wiesner,Zur gemeisamen Verantwortung von Jugendamt und Familienger-




















































































































































(43) 交流権についてではあるが、Staudinger (13. Aufl.)/Rauscher, Rn 57 zu ?
1684
暴力によらずに教育される子の権利（岩志) 19
は社会一般に認識の転換をアピールすることができる。
ドイツにおけるこのような親の配慮に関する父母と子の立場の明確化の
道筋をたどるとき、わが国においても、すでに米倉教授がこの点の明確化
を強調されておられることに思いを致さざるを得ない。
米倉教授は、?親権は義務であり、それも親権者の子に対する債務であ
る」と断言して、親権私法義務説の立場を明快に説かれ、学界に一石を投
じら
(44)
れた。教授は、親権がその性質上直接請求や強制執行に親しまないこ
とは認め、そうであればこのような構成を採ることに「さしたる実益があ
るようには思えない」との声が挙がることは承知の上で、それでもこのよ
うな構成を採ることによって得られる実益として、?思考の透明度を高め
る」とともに、?親権は子に対する債務そのものだと宣言することの教育
的効果は大きい。たとえば児童虐待に対する世人の態度にしても、親権を
形式上だけにせよ親権者の権利ととらえている場合と、正面切って親権者
の債務そのもの、それも子に対するものととらえる場合とでは、かなりの
差を生ずるのではあるまいか」と説かれて
(45)
いる。
現時の児童虐待に対する対応の中で指摘される諸種の問題は、民法親権
法の枠組の立法論的検討が不可欠であることを示すが、同時に現在の枠組
の中においても、子を明確に権利の主体としてとらえ、その尊重を第一に
はかり得る解釈の道筋を切り開いていく必要があることをも示している。
ドイツの立法と、米倉教授の分析の根底に共通に流れる理念は、わが国の
親権法をめぐる立法論と解釈論の双方に、決定的に重要な意味を持つとい
わなければならない。
(44) 米倉明「親権概念の転換の必要性―親権は権利なのか義務なのか―」『現代社
会と民法学の動向（下)』(加藤一郎先生古希記念）(1992）368頁。
(45) 米倉･前掲375頁。
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